
日清製粉グループ本社の社長の瀧原です。

昨年社長に内定した際に、まさにウクライナ問題が起こりました。
私としては、当社にとって食糧管理法が導入された1942年以来の
80年ぶりの有事と受け止め、社長として昨年1年間対処してきまし
た。
そしてこの上期の間に、３年半にわたって当社グループを苦しめて
きたコロナウイルスも５類となりました。ウクライナ問題は決着し
ていませんが、今年の10月の麦価引下げを踏まえ、食糧インフレに
ついてもそろそろ山が見えてきています。
そういった意味では、2023年度は当社グループにとっても苦しかっ
たこれまでの３年間に終止符を打ち明るさが戻ってきています。
この環境をうまく活かしていくようにしたいと考えています。

本日は、第2四半期の実績と2023年度の業績予想、さらには中期経
営計画達成に向けた今年の一丁目一番地施策の進捗を中心に説明
します。
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P3をご覧ください。

まず、第2四半期実績と2023年度の業績予想についてご説明します。



P4をご覧ください。

第2四半期の決算です。増収増益となり、業績見通しも上回ってい
ます。

製粉事業と中食・惣菜事業で大幅増益となりました。
今期の「一丁目一番地施策」のひとつである「豪州製粉事業」も、
償却費負担の減少分を除いても増益となり、着実に進捗していま
す。また「食糧インフレへの対応」においても、お客様の理解を
頂きながら適切な価格改定を実施するとともに、コスト上昇に価
格改定が後追いとなっていた事業も価格改定がコスト上昇に追い
付きました。
この上期は各事業の頑張りでほぼパーフェクトな業績となってお
り、出来すぎと受け止めています。

4



P5をご覧ください。各事業別の評価です。

前年以下は食品セグメントに入っている酵母・バイオ事業と健康
食品事業とエンジニアリング事業です。酵母・バイオ事業は国内
の出荷減、インドイースト事業の立ち上げ費用などで、健康食品
事業は医薬品原薬の出荷減でマイナスとなりましたが、これらの
事業も業績の底打ちをしています。エンジニアリング事業は前期
の好調な業績の反動によるものです。

一方で、製粉事業は、国内はふすま価格堅調、熊本製粉の新規連
結効果、海外は豪州製粉事業の減損に伴うのれん等の償却負担減
少等により、非常に好調でした。
加工食品事業はコストへの追い付きも果たし、巻き返しを図れま
した。
中食・惣菜事業も製品価格改定、生産性改善等により好調でした。
また、メッシュクロス事業も好調でした。
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P6をご覧ください。

今、ご説明しました各事業別の営業利益の評価を、セグメントご
とに増減要因を示すと、この表のとおりです。

マイナスの部分となっている要因についてもそのインパクトは大
きくなく、全体的にかなり良かったと評価しています。
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P7をご覧ください。

通期の業績見通しは5月の公表に対して、売上高、営業利益、経常
利益、当期純利益とも上方修正しました。この数字の達成に向け
て取り組んでいきます。

それぞれの事業が課題を克服し、これから進捗を説明する2023年
度一丁目一番地施策を遂行すれば、この利益は十分に達成可能で
あると考えています。
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P8をご覧ください。

2023年度業績見通しについて、前年差で要因を示しています。
前年差でプラス132億円、5月に公表した通期業績予想と比べても
プラス70億円と大きく上方修正しました。



P9をご覧ください。

中期経営計画については、2022年度、2023年度と順調に進捗して
います。

中期経営計画の最終年度となる2026年度目標として、売上高9,000
億円、営業利益 480億円、1株当たり当期純利益は 110円、ROE 7%
を目指していきます。
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P10から、中期経営計画達成に向けた今期の一丁目一番地施策の進
捗を説明します。

会社として取り組むべき施策が沢山ある中で、最重要である施策
については、当社グループとして一丁目一番地施策と定め取り組
んでいます。

この一年で多くの戦略、施策が完遂できたとしても、この一丁目
一番地施策が遂行できなければ、会社としての評価は×になると
考えています。そうした意味も込めた施策であり、私が先頭に
立って、取り組んでいます。
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P11をご覧ください。

2023年度は、中期経営計画の基本方針の1番目である「事業ポート
フォリオの再構築によるグループ成長力の促進」に加えて、「食
糧インフレへの対応」、「豪州製粉事業の業績回復」、「環境政
策」、「デジタル戦略」の5つを最重要の一丁目一番地施策として
います。



P12から「事業ポートフォリオの再構築によるグループ成長力の促
進」について記載しています。各事業において、どのように収益
を確保し、成長していくのか、主要な事業での取り組み内容をご
説明します。

コア事業である国内製粉事業については、この1年で収益を格段に
高めていくように取り組んでいます。ふすま価格の堅調という外
的要因はありますが、水島工場の新設投資、熊本製粉買収など、
必要な投資を進め、事業ポートフォリオを強化します。

熊本製粉については、4月と7月に現地を訪問し、社長を含めてす
べての経営陣と面談し、また工場幹部ともひざ詰めで議論しまし
た。各マネージメントが当社グループの下で、明るい未来を共有
していることをはっきりと実感しました。記載の通り各バリュー
チェーンでの取組みは、双方で高めあうことができるテーマが沢
山あると考えており、シナジーを発揮していきます。

水島工場の新設工事も順調に進んでいます。国内での製粉工場の
新工場建設は約10年ぶりです。この10年間での技術革新をしっか
りと取り入れた工場を建設します。世界最先端の技術については、
単に水島工場だけではなく、日本の他工場、さらには海外に展開
する各工場への技術展開も図っていきます。
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P13をご覧ください。

海外製粉事業の営業利益成長を示したグラフです。

2012年以降海外投資を加速しています。投資後の事業運営につい
ては必ずしも良好でないところもあり、減損損失の計上もありま
した。

1980年代から海外投資を始めて、会社としての厳しい環境への対
処も含めて、ノウハウを蓄積し、現状について収益貢献が図れて
きたと考えています。

豪州製粉事業の改善、北米製粉事業の規模拡大などの取組みを
しっかりと実行して、今後も利益成長ドライバーとしての役割を
果たしたいと考えています。
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P14をご覧ください。

米国製粉事業は、2022年度は調達、生産、販売とパーフェクトな
環境でした。2023年度はさすがにここまでの収益維持は困難と判
断し、減益計画としましたが、現地での努力もあり、高収益を維
持しています。

米国の製粉業界では、当社も含めて増設の動きは出ていますが、
人口増加など市場成長もあり、十分に吸収していけると考えてい
ます。当社のサギノー工場においても、稼働後に着実に拡販を図
り、数年単位の時間をかけてフル稼働させていくことで、米国製
粉事業のさらなる拡大に貢献していきます。

9月に日本でミラーミリング社の取締役会を開催し、社長はじめ経
営陣と議論しましたが、現状の収益水準を今後もできる限りに維
持していくように取り組んでいくことを確認しています。米国は
インフレ環境にありますが、コスト増加を吸収して、事業拡大を
進めていきます。
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P15をご覧ください。

加工食品事業は2022年度にコストインフレの後追いと出荷減で収
益を落としましたが、今年の上期中にコストへの追い付きを果た
しました。
下期に向けても、小麦粉価格も含めて、コストに応じた価格政策
を柔軟に遂行していくことで、昨年度までのコストへの後追い、
需要減退という流れを逆回転していきます。

また、中期経営計画期間中に業務用事業、冷凍食品事業を強化
し、そこでの利益貢献を実現していきますが、業務用製品でも
様々な提案を行っています。その代表的な取り組みとしては、冷
凍パスタの自動販売機設置、業務用での人手不足緩和に向けた商
品提案を行い、業務用市場に向けたテレビコマーシャルなども制
作しています。
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P16をご覧ください。インドイースト事業についてご説明します。

インド市場は世界最大の人口を有し、パンの需要も急速に伸びて
います。昨年度末にはシェア1割を達成しています。大手ベーカ
リーへの拡販も進め、本年度末にはシェア2割を目指し、中期経営
計画期間中にはシェア3割、フル稼働を目指していきます。

この規模は、日本でのシェア5割を有するオリエンタル酵母工業に
とっても、インドの生産能力は日本の1.5倍となります。当然では
ありますが、インドにおいても、外からの参入に対しては、競合
他社は価格面を含め対策を仕掛けてきます。そのため、今後シェ
アを3割にし、収益を出していくのには、少し時間をいただきたい
と考えています。

当社としては、まずは拡販を進めることを最優先として、日本か
らのパンの技術者派遣にも力を入れ、インドのベーカリー事業で
のプレゼンスを高めていくようにしています。今期の利益貢献は
下方修正となりますが、豪州製粉事業と合わせて私の方でもしっ
かりと見ていくようにします。
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P17をご覧ください。上期は中食・惣菜事業での利益貢献が大きく
寄与しました。コスト増加はありましたが、価格改定効果に加え
て、生産性の向上をしっかりと実現しました。

下期は価格改定効果が一巡し、人件費の上昇も見込まれます。そ
うした事業環境ですが、人時生産性改善に向けては不断の努力を
継続するとともに、採算性がよくない商品での生産性改善にも取
り組むことで、収益を維持していくように取り組みます。

私は今年も中食の工場をいくつか訪問していますが、当社の強み
としては、大手食品企業の知見を発揮できる可能性が高い点にあ
ると考えています。自動化技術を労働集約型のこの事業で発揮
し、研究開発の成果によって、品質の向上、差別化を実現するこ
とを目指します。
また、製粉、加工食品事業との連携による小麦粉、ミックス、パ
スタを始めとする食に関する開発力を背景に当社グループ全体で
の売上拡大に貢献することもできると考えています。

自動化の取り組み例は次ページに示しています。
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P18をご覧ください。

トオカツフーズでのDX推進による生産性向上の取組みを説明しま
す。同社の特性として、1日3便の短いサイクルで、見込み製造を
行い、最終的に製造量を確定させています。
また、多品種で少量から大量生産の幅広い商品を製造します。そ
れに合わせて必要な労働力が変動します。

トオカツフーズでは、デジタルに長けた人材が豊富におり、中食
事業の特性に合わせた生産管理システムを構築しています。完全
にAI化するのではなく、人間の判断も柔軟に反映できる仕組みと
しています。この生産管理の仕組みに加えて、収益管理機能、勤
怠管理機能も装備することで人時生産性を改善してきています。

まずは基幹工場に導入し、順次各工場に横展開しており、今後も
さらに収益改善に向けて貢献していきます。
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P19をご覧ください。

その他セグメントに入っている特長的な事業を紹介します。
エンジニアリング事業、メッシュクロス事業はそれぞれ製粉事業
から派生していますが、独自に進化を遂げて、この領域では強い
競争力を有しています。両事業ではお客様が重なる部分がありま
すので、そこでの連携を進めています。

私はこの両事業の社長含めた経営陣と議論していますが、当社グ
ループにいることのプラス効果は大きいとの認識です。
例えば、グループ本社の法務、企画、知財などの専門機能による
サポートは各社で大いに活用されています。また、経営者育成に
向けたグループでの研修なども一緒に行い、切磋琢磨し、研究も
含めて様々な分野での人材交流も進んでいます。私としては日清
製粉グループとして、この両事業をさらに飛躍できるように、人
的、物的、資金的に支援したいと考えています。
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P20をご覧ください。

メッシュクロス事業について、さらに深堀して説明します。もと
もとは製粉の一つの工程の篩網の生産からスタートしました。技
術的にはその篩のメッシュを極めていく中で、幅広い事業領域に
活用されているようになっています。

私は8月に同社の基幹工場である山梨都留工場に訪問しました。20
年前にも訪問しましたが、その際には微細な糸をつむぐ工程につ
いて、工員が2人1組で糸を通していた労働集約型の印象でした。
今は、そうした分野も含めて自動化が図られています。環境、水
処理、EV、5Gなど成長市場の各分野に向けて、差別化された高機
能製品を開発し、拡販しており、今後もさらなる成長が期待され
ます。
先日も同社の研究者と議論しましたが、メッシュクロス技術を活
用できる領域によっては、さらに大化けする可能性もあると感じ
ました。チャンスを逃さないようにグループとしても最大限支援
していきます。
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P21をご覧ください。

一丁目一番地施策の2つ目は「食糧インフレへの対応」です。
昨年度、価格転嫁が後追いとなった国内コア事業である製粉、加
工食品、酵母・バイオ事業で、上期中にその部分を取り戻し、収
益基盤を確保しました。
そして先ほど述べたように、本年10月の麦価引き下げを踏まえて
今後は市場が回復していくことが期待される中で、しっかりと拡
販に取り組んでいきます。

もちろん、様々なコストが上がっていくコストインフレの環境自
体には変化はないと考えますが、企業としては業績の拡大を行う
とともに、賃上げも実行し、良い経済循環が実現できるように取
り組んでいきます。



3つ目は「豪州製粉事業の業績回復」です。

中期経営計画でお示しした増益目標達成に向けて、価格改定や生
産性改善等の効果により、業績を回復させていきます。私も定期
的に現地を訪問していますが、4月に就任した日清製粉の海外事業
本部長が毎月現地を訪問し、その状況を踏まえて必要な打ち手を
取るようにしています。

豪州市場は、度重なる価格改定もあり、需要はやや伸び悩んでい
ます。そうした中、コスト、価格改定、需要、当社の中期経営計
画に織り込んだ施策の4つの変数をどうマネージしていくか、柔軟
に対策を取っています。厳しい環境であるのは間違いありません
が、しっかりと業績改善に向けた道筋を付けて行くように下期に
向けても取り組んでいきます。
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4つ目は「環境政策」です。気候変動への対応として、対外公表
した当面の目標である2030年度までに2013年度比でＣＯ₂排出量
50％削減について、ロードマップに基づいて進めていますが、今
から毎年計画性を持って投資、コスト投入をしていかない限りに
実現できません。

今年度はその布石を打てるように、戦略的な施策を検討しまし
た。その一つとして日本の小麦粉生産の1割を供給し、当社の国
内の製粉事業の1/4の生産能力を誇る鶴見工場において、丸紅と
連携して、オフサイトPPAを活用し、使用電力を100%実質再生可
能エネルギーに切り替えます。

今後も各事業、各拠点において個別に施策を検討していきます。
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5つ目は「デジタル戦略」です。

現在、各事業会社においてDXを含む取り組みを積極的に行ってお
り、生産・販売を含めたバリューチェーン全体の効率化につい
て、目に見える成果として早期に実現したいと考えています。

先ほど業績の説明の通り、中食・惣菜事業での生産性の改善は、
デジタル技術の取組みによる効果も寄与しています。

24



P25からESGの取組みを説明します。
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P26をご覧ください。
資本政策についてご説明します。

5月の決算説明会で、資本効率の指標として、ROICについても、グ
ループとしてしっかりと確認するとの報告しました。

事業ごとのROICを半年ごとに確認し、改善につなげていきます。
各事業においては、資本コストを意識して、ROICを向上させてい
きます。
まだ、取組みを開始したばかりですので、具体的な成果に向けて
はお時間をいただきたくお願いします。
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P27をご覧ください。

当社は主要食糧を扱うビジネスであり、ある程度の財務の安定性
を確保していくことは前提と考えていますが、これ以上キャッ
シュを積み上げる必要はないと考えています。

中期経営計画期間中に得られる営業キャッシュフローや資産売却
等で得られるキャッシュは投資、株主還元で使い切ります。

これまで説明したように、2023年度も投資を積極化させていま
す。まずは環境、デジタル含めた戦略的な投資にキャッシュを使
いますが、増配による株主還元も進めていきます。

5月の時点では、2024年3月期も1円増配としましたが、業績を踏ま
えて、2円増配としました。
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P28をご覧ください。

社長就任時にステークホルダーの考え方として社員に対して、
「適正な報酬と職場環境を提供し、加えてスキル向上に向け会社
として支援をしていく」ことを明言しました。このことを社員が
実感できるように私自身もそうした風土を作っていきたいと考え
ています。

人材は会社の力の源泉であり、人事賃金制度含めて適切な見直し
を行い、人材戦略の強化を進めていきます。
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P29は環境の中長期目標とその進捗を記載しました。

私からの説明は以上の通りです。
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